[bookmark: _GoBack]第１号様式（第７条関係）
年　　月　　日
（あて先）浜松市長

所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　
名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　（署名又は記名押印をしてください）

補助金交付申請書兼実績報告書

年度浜松市水田病害虫防除対策事業費補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請及び実績報告します。
記
１　事業概要
	資材名
	

	散布済資材数
(袋数又はkg)
	


	補助対象経費
	金　　　　　　　　円

	交付申請額
	金　　　　　　　　円


(注1)　散布資材の種類が複数ある場合は、それぞれの資材名と散布済資材数が分かるよう記載すること
(注2) 「補助対象経費」は、消費税及び地方消費税を除く。散布資材の種類が複数ある場合は合算して記入すること

２　散布農地に関する確認（該当する場合は下記に☑を記入）
□　１事業概要欄に記載した資材は、浜松市水田病害虫防除対策事業費補助金交付要綱第２条の規定に該当する農地に散布します。

３　市税の納付又は納入の状況の確認についての同意（同意する場合は下記に☑を記入）
□　浜松市水田病害虫防除対策事業費補助金交付要綱第３条の規定により、市において、申請者の市税の納付又は納入状況について確認することに同意します。
　　
４　暴力団排除に関する誓約（誓約及び承諾する場合は下記に☑を記入）
□　浜松市水田病害虫防除対策事業費補助金の交付申請にあたり、下記事項について誓約し、承諾します。
（１）次に掲げる者のいずれにも該当しません。
・暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。）
・暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
・暴力団員等と密接な関係を有する者
・（法人その他の団体の場合）上記３点に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべきもの、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体
（２）浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会することを承諾します。

第２号様式（第７条関係）

事業実績書

１　散布水田一覧
	農地地番
	面積(a)
	散布資材名
	散布済資材数 (袋数又はkg)
	散布期間

	
	
	
	
	
～



２　事業費内訳
	総事業費
	円
	総事業費
負担区分
	市補助金
	円

	
	
	
	自己資金
	円

	備考
	


(注1)「総事業費」「自己資金」は、消費税及び地方消費税を含む。
(注2)「市補助金」は、消費税及び地方消費税を除く。

３　添付書類
（１）実施期間中に申請者が防除資材を購入し、支払いを行ったことがわかるもの（領収書や振込明細等）
（２）薬剤名、個数、単価等がわかるもの（納品書、レシート等）
（３）規約、構成員名簿、通帳の写し（農業者団体の場合）
（４）自身が上記１の散布水田において耕作をしていることがわかる書類(農作業等受託契約等)(認定農業者以外の場合)


第３号様式（第７条関係）
[image: ]浜松市水田病害虫防除対策事業費
農業振興

様式第５号（第１０条関係）

　　年　　月　　日

（あて先）浜松市長　

所　在　地　　　　　　　　　　　　　　
名　　　称　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

補　助　金　交　付　請　求　書

　　年度浜松市水田病害虫防除対策事業費補助金として、下記のとおり請求します。

記
１　補助金の請求額
	
金額
	拾万

	万

	千

	百

	拾

	円




２　補助金の振込先口座
	金融
機関
店舗
名等
	
銀行　信用金庫　信用組合　労働金庫
農業協同組合　連合会　農林中金
	
店・所
	
出張所

	
	金融機関コード
	
	
	
	
	
	
	

	
	預金・貯金
の種類
	普通預金・当座預金
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	
	郵便局
	記号
	
	
	
	
	
	(当座)
番号
	
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義人
	（ふりがな）
	

	
	氏 名
	



image1.emf
　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　提出

　(あて先)  浜松市長　

住所又は所在地　　  

申請者

氏名又は名称 　　　　

代表者職氏名

連絡先担当者

（氏名） 　　　（電話）

当事業所が特別徴収を実施していない理由は下記のとおりです。

なお、下記の理由に該当しなくなった場合は、遅滞なく特別徴収への切替を申請いたします。

生年月日 生年月日

5

電話番号

電話番号



給与が少なく税額が引けない

上記1～4に該当しない

総従業員数が2人以下

事業専従者

（個人事業所のみ該当）

乙欄給与　又は

他事業所で特別徴収されている

給与の支払が不定期



担当者名



担当者名

3



4

6



上記記載内容に誤りはありません。



その他

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



対象者氏名



1

2

市民税・県民税・森林環境税特別徴収未実施理由書

（　　　　　　　　　課　　　　　　　　　　　　　　　補助金申請用）

記



対象者氏名 特別徴収を実施していない理由



市民税課確認欄

所管課記入欄

上記記載内容について確認をお願いします。



在

　

　

　

職

　

　

　

者

　

　

　

内

　

　

　

訳


